
 

 

 

2026年 3月 26日 

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 Ｆ Ｐ Ｇ 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 谷 村  尚 永 

（東証プライム・コード：7148） 

問 合 せ 先 執行役員 経理１部長 坪 内  悠 介 

（TEL. 03-5288-5691） 
 
 

2026年 9月期業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ 
 
最近の業績の動向を踏まえ、2025年 10月 30日に公表した 2026年 9月期の業績予想及び配当予想を、下記

のとおり修正しますのでお知らせいたします。 

記 

１.業績予想の修正について 

2026年 9月期通期連結業績予想数値の修正(2025年 10月１日～2026年 9月 30日) 
(単位：百万円) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
親会社株主に帰属

する当期純利益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

前回発表予想（Ａ） 130,500 30,400 30,600 21,000 250.80円 

今回修正予想（Ｂ） 82,876 23,157 22,860 15,513 185.27円 

増 減 額（Ｂ－Ａ） △47,623 △7,242 △7,739 △5,486  

増 減 率（ ％ ） △36.5 △23.8 △25.3 △26.1  

（ご参考）前期通期実績 

（2025年 9 月期） 
129,764 25,417 26,493 18,156 216.18円 

 

修正の理由 

 売上高及び売上総利益の状況につきまして、リースファンド事業は堅調に推移し前回発表予想をやや上回

る見通しです。一方で、国内不動産ファンド事業は昨年 12月に「令和 8年度税制改正大綱」（以下「本大綱」）

が公表された影響により前回発表予想を下回る見通しとなりました。 

国内不動産ファンド事業の概況としましては、本大綱公表後、不動産小口化商品の相続税・贈与税における

税務上のメリットが大幅に減少または消滅する可能性が生じたことを受け、第 1 四半期に投資家保護の観点

から新規販売の一時停止、および購入申込済みの投資家に対する特別解約措置を実施いたしました。その結果、

第 1四半期の販売は大幅に落ち込みました。第 2四半期の販売に関しては、税理士・弁護士などの専門家によ

る本大綱に関する情報・意見を踏まえ、新たな販売方針のもとで販売を進めた結果、新規組成案件の早期完売

や 3月単月の受注額が前年同期水準に迫るなど、投資家需要の底堅さを確認しております。しかしながら、新

たな販売方針の確立に時間を要したことにより、上期の実績は前回発表予想の想定を下回る見通しです。 

当社はこれまで、本大綱の影響を慎重に見極めてまいりましたが、2027 年 1 月 1 日に予定される税制改正

の詳細（パブリックコメント等）が依然として未公表であることを踏まえ、通期計画を慎重に見直すこととし

ました。なお、税制改正の詳細が公表され次第、不動産小口化商品の新たな販売方針を策定し、収益の確保に

努めてまいります。 

以上の状況を総合的に勘案し、売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益につきまし

て、上記のとおり通期業績予想の下方修正を実施することとしました。 

  



各事業別の売上高及び売上総利益並びに指標は以下のとおりです。 

              (単位：百万円） 

  前回発表予想 今回修正予想 増減率 

 売上高 130,500 82,876 △36.5％ 

 
 リースファンド事業 28,000 28,501 1.8％ 

 国内不動産ファンド事業 100,000 52,589 △47.4％ 

 海外不動産ファンド事業 2,000 1,260 △37.0％ 

 その他事業 500 525 5.0％ 

  売上総利益 41,600 34,306 △17.5％ 

  リースファンド事業 23,900 24,620 3.0％ 

  国内不動産ファンド事業 16,000 8,829 △44.8％ 

  海外不動産ファンド事業 1,700 1,114 △34.5％ 

  その他事業 0 △256 － 

 

 前回発表予想 今回修正予想 増減率 

リースファンド事業    

 リース事業組成金額 475,000 578,507 21.8％ 

 出資金販売額 200,000 210,511 5.3％ 

国内不動産ファンド事業    

 不動産ファンド事業組成金額 120,000 73,480 △38.8％ 

 不動産商品販売額 100,000 50,516 △49.5％ 

海外不動産ファンド事業    

 出資金販売額（海外不動産） 12,000 5,760 △52.0％ 

(注) 主な会計処理の概要：リースファンド事業及び海外不動産ファンド事業は出資金販売額に対する手数料額を売上高に

計上し、国内不動産ファンド事業は不動産商品販売額を売上高に、対象不動産の簿価を売上原価に計上しております。

そのため不動産商品販売額が減少した場合、売上高の減少はその売価相当額となりますが、売上総利益の減少は、売

価相当額と対象不動産の簿価との差額になります。 

 

２．配当予想の修正について 

  
1 株当たり年間配当金 配当性向 

(連結) 第 2 四半期末 期末 合計 

前回予想(2025 年 10 月 30日発表） 62 円 70 銭 62 円 70 銭 125 円 40 銭 50.0％ 

今回修正予想 46 円 35 銭 46 円 35 銭 92 円 70 銭 50.0％ 

当期実績     

前期実績(2025 年 9 月期) 65 円 20 銭 65 円 20 銭 130 円 40 銭 60.3％ 

 

修正の理由 

 株主還元につきましては、持続的な成長と企業価値向上のために必要な内部留保を確保しつつ、継続的かつ

安定的な配当を実施することを基本方針とし、連結配当性向 50%を目安としております。今般、業績予想を下

方修正したことに伴い、上記の基本方針を踏まえまして、当期の年間配当予想を 1 株当たり 92円 70銭（中間

配当 46円 35銭、期末配当 46円 35銭）に修正いたしました。 

 

(注)上記の予想は、発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績等は、様々

な要因により変動する可能性があります。 

 

 

以  上 

 


